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富⼠⼭の現状
• もちろん⽴派な活⽕⼭
• 富⼠⼭は⼈間で⾔えば２０歳ぐらい
• 現時点では顕著な⽕⼭活動変化なし
• 実は2011年の東⽇本⼤震災後は極めて危ない状況であった
• 特に2011年3⽉15⽇に富⼠宮市で震度６強を記録した“静岡
県東部地震（M6.4）”は富⼠⼭の⼭体崩壊の引き⾦になりか
ねなかった

• 最近で最⼤のものは約2900年前に発⽣した御殿場岩屑なだれ
• 富⼠⼭は近い将来１００％噴⽕する
• 想像以上の被害を⾸都圏にもたらす可能性⼤
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864年
貞観の噴火

878年
武蔵の国の地震

9年

887年
仁和の地震

9年

869年
貞観の地震

5年

９世紀に起こった事

ü 864年 貞観の噴火（貞観大噴火） 青木が原樹海を
作った溶岩が噴出, 西湖と精進湖がこの時生まれた

ü 869年 貞観地震（M9クラス?） 東北地方に大津波、
超巨大地震．前回の東日本大震災？

ü 878年 関東南部（相模・武蔵の国）で大地震

ü 887年 仁和の地震（M9クラス？） 仁和の南海・東海
地震（東海・南海同時発生,  五畿七道が被災, 大阪湾
に巨大津波、八ヶ岳崩壊など）
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西南日本で超巨大地震は発生するか？

•西南日本では、古文書の記録により紀元６８４年
以降の東海地震の記録が存在する

－＞ この事が逆に研究を阻害していた可能性がある

•少なくともこの期間では１７０７年の宝永の東海地
震が史上最大

• しかし、地形学的には過去７,０００年間で４回の超
巨大地震が発生していた可能性が指摘されている

•次の東海地震は超巨大である可能性が指摘され
ている
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上：南関東ガス田の分布と、
過去の爆発事故の地点

右：関東大震災と1855年安政
江戸地震の出火場所

小さな炎が関東大震災の出火地点
楕円で囲った部分が1855年の地震
大きな炎は関東大震災でガスの
噴出が目撃されている地点
被服廠跡でも目撃されていた
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鎌倉大仏について

• 海岸からはおよそ800m離れている
• 明応の地震（1498年）では社殿が（津波により）流出︖
• 関東⼤震災では⼤仏全体が45cmほど前⽅に動いた
ー＞ これが免震的な役割をはたして⼤仏⾃体の被害が低減されたと考えられた

• この経験を活かし昭和36年には台座と⼤仏の間にステンレス板
を敷く構造（免震構造）に改修された
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これまでの”大震災”

•関東大震災（１９２３年） 火災による被害
•阪神淡路大震災（１９９５年） 建物倒壊による被害
•東日本大震災（２０１１年） 津波による被害

次の南海トラフ巨大地震（西日本大震災？）

津波＋建物倒壊＋火災
すべてやってくる！
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南海トラフの巨大地震

• 確実に発生
• 甚大な被害、対応力不足 32万人、220兆円、240万棟
• インフラ・ライフライン途絶 電力・燃料・エネルギー不足

• 膨大な帰宅困難者・避難者 食料品・飲料水・生活物資不足

• 国民の半分が被災 対応力の圧倒的不足

• IT化された近代都市が初めて被災
• 人口減、多大な債務、復旧・復興の長期化、孤立集落
• 複合災害＝揺れ＋津波＋火災 誘発地震、噴火、風水害

国の衰退（政府の財政破綻）

国難を回避するため、産官学の総力結集が必要
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耐震補強の効果

家が壊れない

命が
助かる

被災後の
くらしに

困らない

火事が
起きない

コロナ渦のような感染症蔓延期には
⾃宅で避難⽣活ができる事が望ましい
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地下天気図®とは

• 地震活動を天気図の低気圧，高気圧になぞらえて視
覚的に表現したもの

•天気概況に相当
• 低気圧とは相対的に地震活動が低下（静穏化）してい
る事（図上では青色で示される）

• 高気圧とは相対的に地震活動が活発化している事
（図上では赤色で示される）

• 将来の地震は青色の領域の中心より端の部分で発生
する事が多い

• 一般に青色の部分が消えた後（静穏化が終了した
後）に地震が発生する可能性が高い
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大阪北部地震とは
(2018年6月18日， M6.1)

• マグニチュード自体はそれほど大きくなかった
• ブロック塀の倒壊により、通学中の小学生が死亡
•西日本では、南海トラフのマグニチュード８クラス
の地震の数十年前から内陸地震活動が活発化

•関西地方で明瞭な地震活動静穏化が見られた
•実は紀伊水道で静穏化と同期する“ゆっくり地震”
が発生していた

ー＞南海トラフの巨大地震が発生した後には、南
海トラフ巨大地震の先行現象の一つであったという
事になるはず
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大阪北部地震発生当日
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大阪地震前の
アニメーション
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ＤｕＭＡの設立
Down-under Meteorological Agency

•いわば東海大学発のベンチャー
• Down Under Meteorological Agency
•地下天気図ⓒ情報の発信

•地震防災啓発活動の推進 等

個人から会費（月額 220円）を頂戴し
地下天気図情報等を定期的に配信

（法人会員は年間１０万円（税込））

•利益はすべて地震予知研究を実施している大学に還
元（北大、千葉大、静岡県立大、東海大、中部大等）
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『巨大地震列島』
長尾年恭（ビジネス社）
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